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障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健福祉施策を見直

すまでの間において障害者等の地域生活を支援するための関係法律の整備に関

する法律案・骨子 

 

一 趣旨 

 この法律は、障がい者制度改革推進本部等における検討を踏まえて障害保健

福祉施策を見直すまでの間において、障害者及び障害児の地域生活を支援する

ため、関係法律の整備について定めるものとする。 

 

二 利用者負担の見直し 

 １ 利用者負担の規定の見直し 

  法律上、負担能力に応じた負担が原則であることを明確化する。 

  （ただし、サービス利用量が少なく、１割負担の方が低い場合には１割） 

 

 ２ 利用者負担の合算 

  高額障害福祉サービス費について補装具と合算することで、利用者の負担

を軽減する。 

 

三 障害者の範囲の見直し 

 障害者自立支援法のサービスをより受けやすくする観点から、発達障害者が

障害者の範囲に含まれることを法律上明示する。 

 

四 相談支援の充実 

 １ 相談支援体制の強化 

  ① 地域における相談支援体制の強化を図るための中心となる総合的な相

談支援センター（基幹相談支援センター）を市町村に設置できるように

する。 

 

  ② 自立支援協議会について、設置の促進や運営の活性化のため、法律上

に根拠を設ける。 

 

  ③ 地域移行や地域定着についての相談支援を充実する。 

 

 ２ 支給決定プロセスの見直し等 

  ① 支給決定の前にサービス利用計画案を作成し、支給決定の参考とする

よう見直す。 
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  ② サービス利用計画作成の対象者を大幅に拡大する。 

 

五 障害児支援の強化 

 １ 児童福祉法を基本とした身近な支援の充実 

  ① 重複障害に対応するとともに、身近な地域で支援を受けられるよう、

障害種別等に分かれている現行の障害児施設（通所・入所）について、

一元化する。 

 

  ② 在宅サービスや児童デイサービスの実施主体が市町村になっているこ

とも踏まえ、通所サービスについては市町村を実施主体とする（入所施

設の実施主体は、引き続き都道府県）。 

 

 ２ 放課後等デイサービス事業の創設 

  学齢期における支援の充実のため、放課後等デイサービス事業を創設する。 

 

 ３ 在園期間の延長措置の見直し 

  18 歳以上の入所者については、障害者施策（障害者自立支援法）で対応す

るよう見直す。 

  （その際、支援の必要な継続のための措置や、現に入所している者が退所

させられることがないよう、附則に必要な規定を設ける。特に重症心身

障害者については十分に配慮する。） 

 

六 地域における自立した生活のための支援の充実 

 １ グループホーム・ケアホーム利用の際の助成の創設 

  グループホーム・ケアホーム入居者への支援を創設する（利用に伴い必要

となる費用の助成）。 

 

 ２ 重度の視覚障害者の移動支援の個別給付化 

  重度の視覚障害者の移動支援についても、地域での暮らしを支援する観点

から、自立支援給付の対象とする。 

 

七 その他 

 １ 「その有する能力及び適性に応じ」の削除 

  目的規定等にある「その有する能力及び適性に応じ」との文言を削除する。 
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 ２ 成年後見制度利用支援事業の必須事業への格上げ 

  成年後見制度利用支援事業を、市町村の地域生活支援事業の必須事業に格

上げする。 

 

 ３ 児童デイサービス（放課後等デイサービス）に係る利用年齢の特例 

  児童デイサービス（放課後等デイサービス）を 20 歳に達するまで利用でき

るよう、特例を設ける。 

 

 ４ 事業者の業務管理体制の整備等 

  事業者における法令遵守のための業務管理体制の整備、事業廃止時のサー

ビス確保対策等の措置を講ずる。 

 

 ５ 精神障害者の地域生活を支える精神科救急医療の整備等 

  ① 都道府県による精神科救急医療体制の確保について、法律上位置付け

る等の措置を講ずる。 

 

  ② 精神保健福祉士が精神障害者の地域生活における相談支援を担ってい

ることを明確化する等の措置を講ずる。 

 

八 検討 

 政府は、障害保健福祉施策を見直すに当たって、難病の者等に対する支援及

び障害者等に対する移動支援の在り方について必要な検討を加え、その結果に

基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

九 施行期日 

 この法律は、平成 24 年４月１日から施行する。ただし、一、三、七１及び３

並びに八は公布の日から、二、四１②、六並びに七２、４及び５は公布の日か

ら起算して１年６月を超えない範囲内において政令で定める日から施行する。 

 

 

 

 


